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  令和２年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計・後期高齢

者医療特別会計歳入歳出決算審査及び基金運用審査意見について

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条において準用する第 233 条 

第２項の規定により審査に付された令和元年度神奈川県後期高齢者医療広域連

合一般会計・後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で定

める書類を審査したので、その結果について、神奈川県後期高齢者医療広域連

合監査基準第 14条第４項の規定に基づき次のとおり意見を提出する。 





令和２年度 

 神奈川県後期高齢者医療広域連合 

一般会計・後期高齢者医療特別会計 

歳入歳出決算審査及び基金運用審査意見書
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  令和２年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計・後期高齢者医療 

特別会計歳入歳出決算審査及び基金運用審査意見 

第１ 審査の対象 

（１）一般会計歳入歳出決算書・歳入歳出決算事項別明細書・実質収支に関する 

調書 

（２）後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書・歳入歳出決算事項別明細書・実 

質収支に関する調書 

（３）財産に関する調書

第２ 審査の期間 

令和３年６月１日から令和３年７月 26日まで 

第３ 審査の方法 

令和２年度一般会計及び後期高齢者医療特別会計決算の審査に当たっては、

神奈川県後期高齢者医療広域連合監査基準に基づき、決算計数が正確であるか、

予算の執行が適正かつ効率的に行われているかといった点を検証するため、関

係帳票類との照合等を行うとともに、必要に応じて関係職員に資料提出や説明

を求め、さらに例月出納検査の提出資料も参考にして審査した。 

第４ 審査の結果 

審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する

調書及び財産に関する調書の計数は、いずれも正確であると認められた。 

歳入歳出予算の執行は、全体としては適正かつ効率的に施行されていると認

められた。 
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第５　審査の概要

令和２年度一般会計及び後期高齢者医療特別会計の決算状況は、次表のとおりである。

決算収支の前年度との比較は、次表のとおりである。

決算収支年度別比較表

（注）　前年度比率については、小数点以下第3位を四捨五入している。

1　歳入歳出決算書及び同事項別明細書の審査

（１） 総括

ア 決算状況

(単位：円）

区分 予算現額 歳入 歳出 歳入歳出差引額

総額 965,819,052,000 955,045,192,353 914,640,289,139 40,404,903,214

内
訳

一般会計 4,136,650,000 4,669,940,624 3,737,059,147 932,881,477

後期高齢者
医療特別会計 961,682,402,000 950,375,251,729 910,903,229,992 39,472,021,737

本年度は、予算現額 　9,658億1,905万2,000円に対し

 歳　　入  9,550億4,519万2,353円（予算現額に対する割合   98.88％）

　歳　　出  9,146億4,028万9,139円（予算現額に対する割合   94.70％）

 差引額は  404億490万3,214円　である。

イ 前年度との比較

(単位：円）

区　　分 令和２年度 令和元年度 増減額 前年度比率

歳入 955,045,192,353 948,404,545,557 6,640,646,796 100.70%

歳出 914,640,289,139 937,271,685,017 △ 22,631,395,878 97.59%

歳入歳出差引額　A 40,404,903,214 11,132,860,540 29,272,042,674 362.93%

89.90%

後期高齢者医療
特別会計 39,472,021,737 10,095,195,737 29,376,826,000 391.00%

翌年度に繰り越すべき
財源　B 0 0 0 -

内
訳

一般会計 932,881,477 1,037,664,803 △ 104,783,326

-

後期高齢者医療
特別会計 0 0 0 -

実質収支
C（＝Ａ－Ｂ） 40,404,903,214 11,132,860,540 29,272,042,674 362.93%

内
訳

一般会計 0 0 0

単年度収支
C－（前年度C) 29,272,042,674 △ 3,672,958,803 32,945,001,477 -
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0 100.00%繰　入　金 203,024,000 203,017,000 203,017,000 △ 7,000 0

　決算額を前年度と比較すると、歳入額は66億4,064万6,796円（100.70％）の増、歳出額は

226億3,139万5,878円（97.59％）の減であった。

　一般会計と後期高齢者医療特別会計を合わせた歳入歳出差引額は 404億490万3,214円で、

翌年度に繰り越すべき財源がないため、実質収支も同額となっている。

　なお、この中には前年度の繰越額 111億3,286万540円が含まれており、これを差し引いた

単年度収支は 292億7,204万2,674円となっている。

（２） 一般会計

ア 歳入

歳入予算の款別執行状況は、次表のとおりである。　

 （単位：円）

区　　分 予算現額　Ａ 調定額　Ｂ 収入済額　Ｃ
予算現額と収入
済額との比較

Ｃ－Ａ

不納欠損額
Ｄ

収入未済額
Ｂ－Ｃ－Ｄ

収入率
Ｃ／Ａ

分担金及び
負　担　金 2,400,261,000 2,400,261,000 2,400,261,000 0 0 0 100.00%

国庫支出金 495,642,000 1,028,870,278 1,028,870,278 533,228,278 0 0 207.58%

100.00%

0 102.39%財 産 収 入 39,000 39,934 39,934 934 0

0 461.10%

繰　越　金 1,037,665,000 1,037,664,803 1,037,664,803 △ 197 0 0

533,290,624 0 0

諸　収　入 19,000 87,609 87,609 68,609 0

112.89%計 4,136,650,000 4,669,940,624 4,669,940,624

　予算現額（41億3,665万円）に対する収入率は 112.89％である。　

　また、収入未済額及び不納欠損額は0円である。

（注）　収入率については、小数点以下第3位を四捨五入している。また、端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

　収入済額は、46億6,994万624円であり、予算現額（41億3,665万円）に比べ、

5億3,329万624円の増であった。

　収入済額が増加した主な理由としては、国庫支出金の5億3,322万8,278円の増加によるもの

である。
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（注）　執行率については、小数点以下第3位を四捨五入している。また、端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

　予算現額（41億3,665万円）に対する執行率は90.34％であり、翌年度に繰り越すべき額

は 0円であったため、3億9,959万853円が不用額となった。

　支出済額（37億3,705万9,147円）の内訳は、ほぼ総務費（37億3,606万5,204円）が占めている。

　総務費の主な内訳は、電算システム関係費 8億643万3,500円、

保健事業等支援基金費 5億4,424万9,298円、医療費適正化事業費 4億9,826万2,556円、 

財政調整基金費 4億7,979万4,001円、資格管理事業費4億5,949万8,772円、

イ 歳出

歳出予算の款別執行状況は、次表のとおりである。　

（単位：円）

区　　分 予算現額　Ａ 支出済額　Ｂ 翌年度繰越額　Ｃ
不　用　額

Ａ－（Ｂ+Ｃ）
執行率
Ｂ／Ａ

議　会　費 1,182,000 993,943 0 188,057 84.09%

総　務　費 4,125,468,000 3,736,065,204 0 389,402,796 90.56%

399,590,853 90.34%

予　備　費 10,000,000 0 0 10,000,000 0.00%

　支出済額は、37億3,705万9,147円であった。

計 4,136,650,000 3,737,059,147 0

広域連合事業費負担金 3億8,438万8,652円であり、これらで総務費の84.92％を占めている。
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（注）　収入率については、小数点以下第3位を四捨五入している。また、端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

（３） 後期高齢者医療特別会計

ア 歳入

歳入予算の款別執行状況は、次表のとおりである。　

（単位：円）

区　　分 予算現額　Ａ 調定額　 Ｂ 収入済額　Ｃ
予算現額と収入済額

との比較
Ｃ－Ａ

不納欠損額
Ｄ

収入未済額
Ｂ－Ｃ－Ｄ

収入率
Ｃ／Ａ

市町村
支出金

198,345,034,000 196,782,538,019 196,782,538,019 △ 1,562,495,981 0 0 99.21%

国庫
支出金

266,763,654,000 278,314,391,991 278,314,391,991 11,550,737,991 0 0 104.33%

県支出金 76,914,794,000 72,625,145,000 72,625,145,000 △ 4,289,649,000 0 0 94.42%

支払基金
交付金

403,656,517,000 386,500,555,000 386,500,555,000 △ 17,155,962,000 0 0 95.75%

特別高額医療費
共同事業交付金 350,472,000 431,842,020 431,842,020 81,370,020 0 0 123.22%

財産収入 193,000 94,315 94,315 △ 98,685 0 0 48.87%

0 0

繰入金 4,418,889,000 4,418,888,000 4,418,888,000 △ 1,000 0

0 0.00%

0 100.00%

繰越金 10,095,196,000 10,095,195,737 10,095,195,737 △ 263

106.06%

100.00%

県財政安定化
基金借入金 1,000 0 0 △ 1,000 0

△ 11,307,150,271 54,831,008

諸収入 1,137,652,000 1,402,055,364 1,206,601,647 68,949,647 54,831,008 140,622,709

140,622,709 98.82%

　収入済額は、9,503億7,525万1,729円であり、予算現額（9,616億8,240万2,000円）に比べ、

113億715万271円の減であった。

　収入済額が減少した主な理由としては、県支出金が42億8,964万9,000円減少したためである。

計 961,682,402,000 950,570,705,446 950,375,251,729

　また、収入未済額は1億4,062万2,709円、不納欠損額は5,483万1,008円で、雑入（第三者納付金

及び返納金）において発生している。
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イ 歳出

歳出予算の款別執行状況は、次表のとおりである。

（単位：円）

区　　分 予算現額　Ａ 支出済額　Ｂ
翌年度
繰越額

Ｃ

不　用　額
Ａ－（Ｂ+Ｃ）

保 険 給 付 費 943,845,596,000 894,161,419,071 0 49,684,176,929 94.74%

443,431,115 0 23,865,885 94.89%

執行率
Ｂ／Ａ

保 健 事 業 費 3,827,339,000 3,016,715,482 0 810,623,518 78.82%

特 別 高 額 医 療 費
共 同 事 業 拠 出 金 467,297,000

0.00%

基 金 積 立 金 3,337,113,000 3,337,014,315 0 98,685 100.00%

9,944,650,009 0 259,406,991 97.46%

50,779,172,008 94.72%

公 債 費 1,000,000 0 0 1,000,000

諸 支 出 金 10,204,057,000

（注）　執行率については、小数点以下第3位を四捨五入している。また、端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

　支出済額は、 9,109億322万9,992円であった。

　予算現額（9,616億8,240万2,000円）に対する執行率は94.72％であり、翌年度に繰り越すべき額は

 0円であったため、507億7,917万2,008円が不用額となった。

　支出済額（9,109億322万9,992円）の内訳は、保険給付費（8,941億6,141万9,071円）が

大部分を占めている。

　保険給付費の内訳は、療養給付費等（療養給付費、療養費等、高額療養費、高額療養費外来年間合算、

高額介護合算療養費）8,894億4,346万1,472円、審査支払手数料19億1,924万1,330円、

葬祭費27億9,735万円、傷病手当金136万6,269円である。

計 961,682,402,000 910,903,229,992 0
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２　実質収支に関する調書の審査

（１）様式及び計数の審査

審査に付された実質収支に関する調書は、適法に作成されており、記載された金額は

正確であると認められた。

ア 一般会計

実　質　収　支　額 （単位：円）
歳入歳出差引額
（形式収支）

Ａ

翌年度に繰り越すべき財源　Ｂ
実質収支額

Ａ－Ｂ継　続　費
逓次繰越額

繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額

932,881,477 0 0 0 932,881,477

イ 後期高齢者医療特別会計

実　質　収　支　額 （単位：円）

歳入歳出差引額
（形式収支）

Ａ

翌年度に繰り越すべき財源　Ｂ
実質収支額

Ａ－Ｂ継　続　費
逓次繰越額

繰越明許費
繰　越　額

事故繰越し
繰　越　額

39,472,021,737 0 0 0 39,472,021,737

（注）　「歳入歳出差引額（形式収支）」の額は、千円未満の端数を四捨五入した歳入総額と歳出総額の差を記載している。

（２）繰越しの適否及び繰越財源の確認

予算の繰越しはない。
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　基金のうち、後期高齢者医療療養給付費等支払準備基金は、後期高齢者医療特定期間

内の財政の均衡を図るために設置されたものである。令和２年度末の現在高は

86億1,254万996円となっている。

　財政調整基金は被保険者証の一斉更新業務を行うための臨時的経費が２年毎に必ず発

生するところ、この経費については市町村負担金に上乗せすることから、隔年で負担金が大

幅に増減してしまうため、各年度の共通経費の平準化と安定した財政運営を目的として平成

24年度に設置されたものである。令和２年度末の現在高は 13億3,313万782円となっている。

　保健事業等支援基金は被保険者の健康の保持増進を目的とした保健事業等に要する費

用に充てるために、平成30年度に設置されたものである。令和２年度末の現在高は、

16億2,330万8,763円となっている。

後期高齢者医療療養給付費等支払準備基金

財政調整基金

保健事業等支援基金

３　財産に関する調書の審査

　広域連合事務局において、令和２年度中に公有財産、重要な物品及び債権の取得は

なかったため、該当する財産はない。

（単位：円）

区　　分
令和元年度末
現在高　Ａ

（R2.3.31現在）

決算年度中増減額
Ｂ

令和２年度末
現在高　Ａ＋Ｂ
（R3.3.31現在）積立額 取崩額

現　　金 9,694,414,681
△ 1,081,873,685

8,612,540,996
3,337,014,315 △ 4,418,888,000

（単位：円）

区　　分
令和元年度末
現在高　Ａ

（R2.3.31現在）

決算年度中増減額
Ｂ

令和２年度末
現在高　Ａ＋Ｂ
（R3.3.31現在）積立額 取崩額

現　　金 1,056,353,781
276,777,001

1,333,130,782
479,794,001 203,017,000

0

（単位：円）

区　　分
令和元年度末
現在高　Ａ

（R2.3.31現在）

決算年度中増減額
Ｂ

令和２年度末
現在高　Ａ＋Ｂ
（R3.3.31現在）積立額 取崩額

現　　金 1,079,059,465
544,249,298

1,623,308,763
544,249,298
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意 見

 令和２年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計・後期高齢者医療特別会計

における決算審査及び基金運用審査の状況については以上のとおりである。 

令和２年度決算に係る審査を行った結果、広域連合事務局は所管の事務事業につ

いて法令等を遵守し、全体としては適正かつ効率的に処理されていると認められた。 

会計別に見ると、一般会計においては、予算総額が 41 億 3,665 万円、歳入歳出差

引残額が 9 億 3,288 万 1,477 円となった。これは、歳入については、主に国庫支出

金が予算額を上回り、歳出については、事務的経費の効率的な執行に努めた結果、

総務費の高齢者医療関係費等の支出が予算額を下回ったことなどにより生じたもの

である。 

後期高齢者医療特別会計においては、予算総額が 9,616 億 8,240 万 2,000 円、歳

入歳出差引残額が 394 億 7,202 万 1,737 円となった。これは、歳入については、国

庫支出金の収入額が予算額を上回ったことなど、歳出については、新型コロナウイ

ルス感染症による影響等により、保険給付費や保健事業費等の支出額が予算額を下

回ったことなどにより生じたものである。 

日本の 75 歳以上の人口は増加傾向が続き、神奈川県においても 75 歳以上の人口

は増加が見込まれているところである。 

また、被保険者数とあわせて１人あたりの医療費も伸びていく見込みであること

から、総医療費は大きく増加し厳しい財政運営となっていくことが予想される。 

増大する医療費に対応し、持続可能な制度としていくためには、医療費の適正化、

健全な制度運営及び被保険者の健康の保持増進に一層取り組んでいく必要がある。 

補助金等の活用による財源の確保をはじめ、市町村と連携を図りながら、収納対

策の着実な推進、健康保持増進のための保健事業への取り組み、レセプト点検や後

発医薬品の利用促進等、医療費適正化に繋がる各事業がより効果的な取り組みとな

るよう引き続き注力されたい。 
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